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1．はじめに 

高層ビル，橋梁，高速道路などの大型構造物の建築は，
商業，物流などを促進させ，大きな経済効果をもたらす．
構造物の安全性の確保，向上には，構造材料や機能性材
料の力学的特性の理解や大型車両の走行などに因る構造
物への負荷の評価技術の高度化が欠かせない．各種材料
の力学特性評価の高度化や国際整合性は，高度な力の標
準の開発や供給，トレーサビリティの確保，国際比較の
上に成り立っている．国立研究開発法人産業技術総合研
究所（産総研）に属する計量標準総合センター（National 
Metrology Institute of Japan; NMIJ）は，日本の国家計
量標準機関（National Metrology Institute; NMI）であ
る．NMIJ では，力の国家計量標準の開発，高度化，維持，
供給，国際比較等を行っている．力とは，国際単位系

（SI）ではその単位をニュートン（N）と定義され，質量，
長さ，時間の基本単位で構成された組み立て量（1 N =  
1 kg·m/s2）である．

2023 年 3 月時点では，NMIJ は，質量，長さ，時間の
国家標準にトレーサブルな力の標準供給を 100 mN から

20 MN までの範囲で実施している．また，日本国内の標
準供給並びにトレーサビリティは計量法校正事業者登録
制度（Japan Calibration Service System; JCSS）により
実現している．日本国内における力のトレーサビリティ
体系を図 1 に示す．NMIJ が所有する力標準機は，質
量，重力加速度，長さの国家標準にトレーサブルに校正
されている．NMIJ は，JCSS で登録された校正事業者

（JCSS 登録事業者）に対して，事業者が保有する力基準
機や参照標準の力計に対する力標準機へのトレーサビリ
ティを提供している．力基準機や参照標準の力計を用い
て，民間企業をはじめとする一般ユーザーが保有する力
計や新規開発された材料等の力学特性評価などに用いら
れる一軸試験機が校正される．JCSS における標準供給
は規格により定められた手順に従い実行されている．力
の JCSS 登録事業者は，JIS B 77211），JIS B 77282），ISO 
3763），ISO 7500-14），ASTM E45），ASTM E746）のいず
れかの規格に基づき校正を行っている 7）．上記の規格は
負荷する力を階段状に変化させ，各力の大きさにおける
力のつり合いを利用した静的な力の校正手順を定めてい
る（図 2）．

一方で，自動車産業，航空産業，製鉄業，インフラ事
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標準供給分野に係る企業等からも聞き取り調査を実施し
た．第 2 章では，現在 NMIJ が所有している力標準機と
主な力計について紹介する．第 3 章では，動的力計測に
対して産業界が抱く需要について紹介する．第 4 章では，
海外の NMI の動的力標準と計測技術に関する取り組み
を紹介する．第 5 章では，NMIJ がこれから取り組む動
的力の発生及び計測技術について紹介する．

2．日本国内の力標準機と主な力計

日本の力の国家標準は NMIJ が所有する力標準機であ
る（図 1）．2023 年 3 月時点において，NMIJ では，7 台
の実荷重式力標準機，1 台のこうかん式（てこ式）力標
準機，2 台の油圧式力標準機を所有しており，100 mN
から 20 MN までの範囲で力の国家標準を維持，供給し
ている．力標準機や JCSS 登録事業者が管理する力基準
機は，精密機器かつ大型設備であり，校正施設に備え付
けられているため，運搬し両装置を直接比較し校正を実
施することはできない．そのため，力基準機を校正する
際には，力計を介して，力標準機と力基準機を比較する．
以上のように，力の標準供給には，力標準機と力計が不
可欠である．本章では力標準機と主な力計について紹介
する．

2.1　力標準機
日本の力の国家標準を実現する力標準機は，長期間

の利用を想定した長寿命の装置として設計されており，
力の発生原理として地表に存在する最も安定的な力で
ある重力を利用している．NMIJ が所有する力標準機
は 3 種類に大別される．各力標準機が実現する力の校
正範囲と校正測定能力（Calibration and Measurement 
Capability; CMC）を表 1 にまとめる．1 つは，精密に
質量調整された重錘を垂下し，その場に生じる重力加速
度と重錘の質量との積に相当する重力を力変換器に負荷
する装置であり，実荷重式力標準機と呼ばれる（図 3）．
NMIJ では，100 mN から 500 kN までの力を実荷重式
力標準機により供給している．2 つ目と 3 つ目の大きな
力の発生装置では，重力を物理現象により増幅する．重
錘に作用する重力を，てこの原理及びパスカルの原理を
用いて拡大する装置は，それぞれ，こうかん式及び油圧
式力標準機と呼称され，こうかん式は 1 MN，油圧式は 
20 MN までの力を実現している．

2.2　力計
力計とは，力を負荷される装置である力変換器と力変

業等を中心に，大きさが時間変化する動的な力の計測に
対する産業ニーズもかねてより存在する 8）-10）．未だに慣
性力を参照する動的力の校正方法の国際標準は存在しな
いものの，海外の NMI を中心とした動的力の計測技術
の開発 10）や校正サービス 11）,12）が実施されている．日本
の中心産業である自動車産業をはじめとする製造業の国
際競争力の強化と国際整合性の確保に，動的力の標準整
備や計測技術の高度化は大きく貢献する．以上の状況を
踏まえ，動的力の計測技術に対する産業界の需要や海外
の NMI による取り組みについて，文献調査に加え力の

図 1　力のトレーサビリティ体系図

図 2　力計校正時の負荷パターンの例
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を実行することで，力計は負荷されている力を計測値と
して表示する．

力変換器にはひずみゲージ式以外にも様々な形式のも
のが存在する．平行板として配置された電極を弾性体で
囲い，静電容量の変化から電極間の距離を算出し弾性体
のひずみ量に換算する静電容量式（図 5a），音叉振動子
に引っ張り方向の力を加え，周波数の変化から力に換算
する音叉式（図 5b），機械的応力を受けるとその大きさ
に比例して電荷を生成する圧電素子が分極した電荷量を
電圧信号に変換する圧電式（図 5c），力による弾性体の
変位をダイヤルゲージで読み取る環状ばね式，力による
容積変化を水銀の流出量から読み取る容積式 13）など，力
変換器の構造は多岐に渡る．

換器から出力された信号を処理，表示出力する装置であ
る指示器を組み合わせた装置を指す言葉である 2）．多く
の力変換器は，弾性体に力を加えた際に変化するひずみ
量を検出し，信号に変換する構造を採用している．国内
で最も多く流通している力計は，弾性体のひずみ量をひ
ずみ（ストレイン）ゲージにより計測するひずみゲージ
式ロードセルである．ひずみゲージ式ロードセルの概要
を図 4 に示す．

弾性体の一端を固定端，もう一端を自由端とし，自由
端側に荷重を加え，弾性体にたわみを生じさせる．する
と，弾性体に貼り付けられたストレインゲージはそれぞ
れ伸び縮みし，変形量に応じた電気信号を出力する．発
生した電気信号に対し，検出，増幅，変換及び処理など

表 1　NMIJ が所有する各力標準機の力の校正範囲と校正測定能力
装置名 校正範囲 校正測定能力

（信頼の水準約 95 %）
実荷重式力標準機 100 mN から 500 kN 100 mN から 200 mN：1.0 × 10-2

200 mN から 1 N：5.0 × 10-3

1 N から 500 kN：2.0 × 10-5

こうかん式力標準機 100 kN から 1 MN 1.0 × 10-4

油圧式力標準機 100 kN から 20 MN 1.0 × 10-4

図 3　実荷重式力標準機の模式図 図 4　ひずみゲージ式ロードセルの概要
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ている 15）．2）宇宙船や宇宙構造物と宇宙塵との衝突か
ら，宇宙塵のフラックス変化や粒子の大きさを計測する
ために衝撃計測装置が利用された例がある 16）．3）航空
機，鉄道，船舶などの貨物や旅客を輸送する機体につい
て，運転中に各部材にかかる力の時系列データを監視す
るプロセスモニタリング技術は，機体の寿命評価や機体
の材料開発に資する情報収集のために求められている．
4）トラックなどの大型車両が高速道路や橋梁などの巨
大インフラ設備を走行する際の軸重量計測は，インフラ
の寿命評価や法令に基づく取り締まりの高度化のために
重要である 8）．

従来取り組まれてきた動的力計測に係る研究は，102 N 
から 103 N オーダー程度の中荷重かつ 102 Hz オーダーか
ら 2 kHz の周波数まで渡る周期的力と，100 kN を超え
る大荷重かつ 102 Hz から 103 Hz オーダー程度の周波数
の衝撃力に大別される．本章では，それぞれの標準や計
測技術と産業界との関連について報告する．

3.1　周期的力標準と計測技術に対する需要
機械や構造物の破壊事故の原因の約 8 割は疲労である

と考えられている 17）．科学技術や暮らしの安全を確保す
るために，疲労現象に関する工学的な研究は 18 世紀か
ら取り組まれてきた 15）．中でも，材料に応力（Stress; S）
を繰り返し，すなわち周期的に，加えた際に材料が破壊
するまでの繰り返し回数（Number of cycles; N）を調査
する研究は現在でも広く取り組まれている．この際の S
と N の関係を示した曲線は S-N 曲線と呼称されている．
鉄鋼材料の S-N 曲線 21）を図 7 に示す．本曲線は 105 回か
ら 106 回程度の寿命域で折れ曲がり，繰り返し回数の軸

3．動的力計測に対して産業界が抱く需要

動的力標準と計測技術について，産業界のニーズ調査
の結果を報告する．産業界で行われている動的力の主な
用途を図 6 にまとめる．動的力計測の関連産業は自動
車，製鉄，原子力，宇宙航空，鉄道，船舶など多岐に渡 
る 14）．以下ではその具体的な用途を 4 つ紹介する．1）
自動車，携帯端末，放射性物質などの危険物質を管理，
隔離するための容器をはじめとする，製品の安全性評価
を目的とした疲労試験や衝突試験などの工学的探究は，
18 世紀ごろから非常に長い期間に渡り取り組まれ続け

図 5　様々な形式の力変換器

周波数(Hz）

力
(
N
）

図 6　産業界で使用される動的力の大きさと周波数
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の繰り返し試験には 200 日以上を要する 18）,19）．仮に，繰
り返し回数が 1011 回の試験を周波数 50 Hz で実行する
と約 55 年もの年月を要する計算となる．繰り返し試験
中の温度や湿度等の環境を維持するためには，試験に
要する時間はなるべく短いことが望ましい．超音波疲
労試験機を用いた試験において，一般的な周波数である 
20 kHz25）を使用した場合，109 回の繰り返し負荷は約 14
時間で実現可能 19）であり，1011 回の繰り返し負荷は 2 か
月程度で実施できる 21）．以上のように，近年活発に取り
組まれている高繰り返し数の疲労試験の実現や効率化の
ためには，試験の高周波数化が不可欠である．

一方で，超音波疲労試験機を用いた疲労試験には，試
験片が発熱する点や，局所的な塑性変形が繰り返し速度
に追従できないという問題点が指摘されてきた 26）．同
様の問題点は試験中の応力計測にも存在する可能性があ
る．試験片の変形速度が力計の応答速度に近づいた際の
力計の出力値の妥当性は，試験結果の信頼性に大きく影
響するため，力変換器の周波数特性を理解することは，
社会の安全に資する重要な研究課題である．

3.2　衝撃力標準と計測技術に対する需要
トラックなどの大型貨物車両による物資の運搬は，経

済活動の基盤である．走行車両の重量は道路法 27）によ
り定められており，その規定重量を超過する過積載車両
の走行は，道路破損などの路面管理上の問題，騒音問
題，振動問題などの公害や重大事故の原因となる 8）,28）．
走行車両が道路構造物の疲労に与える影響は，舗装の場
合は 4 乗，鉄筋コンクリートを用いた RC（Reinforced 
Concrete）床板の場合は 12 乗であるといわれている 29）．
すなわち，軸重量が 10 t と制限されている RC 床板の路
面上において，軸重量 20 t の車両 1 台による走行が高速
道路や橋梁などに与える負荷は，軸重量が規定内の車両
約 4000 台分の走行に相当する．以上のような背景から，
我が国では 2023 年 4 月 1 日より，高速道路等において
自動軸重計を活用した指導取締りが開始された．従来の
取締りの一例として，高速道路入口における取締りの模
式図を図 9 に示す．一部高速道路入口付近において，走
行車両の軸重を軸重計にて測定し，過積載が疑われた際
には，近くに別途設置されたトラックスケールにて停止
車両の重量測定を行い，その結果に応じた指導等をする．
つまり，上述のような過積載車両の指導取締りが可能な
高速道路入口は，トラックスケールが設置可能な場所に
限定される．加えて，取締りの際には，違反の疑いがあ
る車両を指定の位置に誘導する必要があり，時には物流
の妨げとなる．現行の取締りにおいて，軸重計は過積載

と平行になる．当時の機械や構造物の疲労設計は，この
疲労限界を基準としたものが普及していた 18）．近年では，
材料の寿命域の拡大に伴い，繰り返し回数が 107 回を超
える超長寿命域における繰り返し試験が注目を集めてい
る．

日本国内では 109 回程度までの疲労試験が活発に取り
組まれており 19）,20），中には 1011 回もの疲労試験を実施
した例も報告されている 21）．繰り返し回数の拡大がもた
らした大きな成果の一例として，1980 年代には，繰り返
し回数が 107 回程度の超長寿命域において，鉄鋼材料の
S-N 曲線が再び下降することが報告されている 22）．その
後，他の鉄鋼材料でも同様の現象が複数報告され，これ
により，従来の耐久設計を見直す必要性が指摘され始め
ている 18）,23）．以上のように，疲労試験の繰り返し回数
の拡大は，我々の生活を支える基盤技術の安全性向上に
とって重要である．試験の繰り返し回数と時間と周波数
との関係を図 8 に示す 24）．周波数 50 Hz における 109 回

繰り返し回数(回）

応
力
振
幅
(
M
P
a
）

図 7　鋼材の S-N 曲線

繰り返し回数(回）

試
験
時
間
(
h
o
u
r
）

図 8　試験の繰り返し回数と時間と周波数の関係 24）
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要する時間，すなわち軸重量計測のための計測時間が短
くなることなどから，一般に走行車両の軸重計測は走行
速度が高いほど高度な技術が要求される 8）,28）．過積載車
両取締りの精度向上や本勧告に準じた軸重量計測の実現
には，短い計測時間で 102 Hz から 103 Hz 程度のオーダー
の周波数で時間変化する衝撃力を高精度に計測する技術
の開発や高度化が不可欠である．

4．�各 NMI における動的力標準と計測技術に関する取り
組み

動的力計測の初期に取り組まれたのは，ドイツの NMI

車両のスクリーニングとしての役割を担っており，一般
に走行車両の軸重計測は走行速度が高いほど高度な技術
が要求される 8）,28）．また，トラックのすべての車輪を乗
せる必要があるトラックスケールより，車軸ごとに測定
可能な軸重計は小型である．軸重計の高度化により，高
速車両に対する軸重計測が実用化されれば，従来の取締
りよりも設置可能な場所が増え，物流の妨げにもなりに
くい過積載車両の取締りへの実現が期待される．

また，国際法定計量機関 OIML の勧告 R134-130）は，走
行自動車及び軸荷重の自動はかりに関連するものであ
る．フランス，スイス，チェコ，ブラジルなどの一部の
国では，比較的低速な走行車両に対する取締りに導入さ
れているものの，日本では未採用である．

図 10 に軸重計測の概要を示す．軸重計は軸重検出部
と力変換器から構成されており，高速道路入口における
取締り目的に設置される場合には，路面に埋め込むのが
一般的である．軸重検出部上を走行車両が通過すると，
タイヤを通じて軸重が力変換器に負荷されることで軸重
計測を実施する（図 10a）．タイヤと路面の接触は点では
なく面であるため，軸重計上にタイヤが乗った時刻 A，
軸重計に軸重がすべてかかる時刻 A’，軸重計から負荷が
取り除かれ始める時刻 B’，軸重計とタイヤが離れる時刻
B は，それぞれ異なる（図 10b）．走行車両が軸重計を通
過する前後の軸重計出力の例を図 10（c）に示す．時刻
A から時刻 B まで軸重計に負荷が生じるものの，軸重計
測に有効な出力は時刻 A’ から時刻 B’ までの時間に生
じたものに限られる．車両走行時の軸重計が受ける負荷
W0 は，車両に生じる重力に由来する車軸重量 Ws と走行
車両の振動により生じる動的負荷 Wd の和として書き下
せる．Wd が振幅 X，周波数 ω の正弦波である単純なモ
デルを仮定すると，W0 は振動中心 Ws，振幅 X，周波数
ωの正弦波となる．OMIL R134-130）は軸重計を A から
F の 6 つの等級に分類しており，最も下位の分類 F にお
いて，軸重量計測の許容範囲は静的条件における軸重測
定結果に基づく基準値から誤差 5 % 以内と定められてい
る．車両の走行速度が上がると，軸重計を通過するのに

図 9　高速道路入口付近での指導取締りの模式図
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図 10　軸重計測の概要
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スペインの Centro Español de Metrología（CEM）10, 33）， 
アメリカのNational Institute of Standards and Technology 

（NIST）36），韓国のKorea Research Institute of Standards  
and Science（KRISS）37），ブラジルの Instituto Nacional 
de Metrologia, Qualidade e Tecnologia（INMETRO）38）

など各国の NMI において開発されている．
周期的力の標準供給を実施している NMI，装置に用い

ている加振器の加振力，相対拡張不確かさを表 2 にまと
める．周期的力計測技術の開発は，多くの NMI が取り
組んでいるものの，標準供給を実施しているのは PTB11）

など数機関であり，さらに CMC を登録しているのは
INMETRO のみである 39）．

4.2　衝撃力計測に関する取り組み
上述のような，加振器を使った動的力計測では，入力

信号にフィードバックをかけることにより高度な周期的
力を発生することが可能となる．一方で，発生可能な力
の大きさは加振器の出力に制限される．定格容量 1 MN
以上の力変換器は，10 kg から 100 kg オーダーの質量を
有するため，図 11 や図 12 に示したような形式の動的力
の計測装置では，1 kN オーダーの大きさの計測が上限
となっている（表 2）．より大荷重の動的力の計測技術
として，2 つの重錘を衝突させた際に生じる衝撃力計測
装置も，周期的力の計測装置と同時期から開発されてい 
る 30）（図 13）．同装置では，2 つの重錘を用意し，片方
の重錘を油圧ユニットで加速させ，もう片方の重錘に衝
突させることで衝撃力を発生させる．その運動をレー
ザー干渉計で観察することで重錘の変位を決定する．運
動する重錘の質量 M と速度の時間変化 ∂v/∂t から，衝
突に生じる衝撃力 F1 を算出する（F1 = M ∂v/∂t）．本衝
撃力計測装置を用い，衝突する 2 つの重錘の間に力変換

（Physikalisch-Technische Bundesanstalt; PTB）によっ
て実施された周期的力計測と衝撃力計測である 31）．そ
の後，欧州を中心とした国際連携は，近年でも活発に
取り組まれている．2011 年から 2014 年にかけて，欧
州の 9 つの NMI が連携した共同研究プロジェクト 10）

が実施された．さらに，2015 年から 2018 年にかけて，
ComTraForce Project32）という動的力計測に関連する国
際プロジェクトが遂行された．本稿 3 章と同様に，各
NMI の誌上発表 10）,31）やホームページ 11）,12）等でも，動的
な力は周期的力と衝撃力にしばしば分類される．本章で
は，NMI における周期的力と衝撃力に対する取り組み
について紹介する．

4.1　周期的力計測に関する取り組み
研究初期の周期的力の計測装置は加振器，重錘，力変

換器，加速度変換器，エアベアリング，ばねベアリング
により構築されていた 31）（図 11）．本装置では，重錘，
力変換器，加速度変換器を加振器に取り付け加振させる．
その運動を重錘上部に設置した加速度変換器により観察
する．加振器ならびに重錘はエアベアリングならびにば
ねベアリングにより姿勢制御され，運動方向を制限され
ている．この際の加振運動は加振器上部に取り付けられ
た加速度変換器により制御されている．

その後，本装置から加振器のばねベアリングを取り除
いた周期的力の標準機が PTB で開発され 33），振動運動
の観察を，加速度変換器ではなく，振動系に影響を与え
ず非接触に観察することができるレーザー振動計等を用
いるなどの改良が実施された．近年では，力変換器，加
振器，重錘，レーザー光学系を組み合わせた周期的力の
計測装置（図 12）が，PTB10）,34），フランスの Laboratoire 
nat ional  de métrologie et d ’essais（LNE）10）， 

図 11　研究初期の周期的力の計測装置 図 12　近年の周期的力の計測装置
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5.1　周期的力の発生・計測技術
力計を用いた高速疲労試験の応力測定は，最大周波数

1 kHz にて実施されている．NMIJ では，まず約 10 Hz
から 1 kHz までの周期的力の発生装置の開発を進める．
具体的には，図 12 を模した，力変換器，加振器，重錘，
レーザー光学系により構成された装置の開発を予定して
いる．研究の初期段階では，加振力 2 kN の加振器を用い，
他の NMI で既に実施されている力の大きさ及び周波数
において，同等程度の不確かさで周期的力の発生を目指
す．その後，加振力がより大きな加振器を導入し，周期
的力の大きさの範囲を拡大していく計画である．

5.2　衝撃力の発生・計測技術
走行車両の軸重量計の測定範囲は 5 t から 20 t 程度で

ある．NMIJ では，その範囲を網羅する最大約 540 kN（質
量換算約55 t）の実荷重式力標準機を有している．つまり，
この実荷重式力標準機を改良することで，実用先として
想定される質量に対する動的力の発生が可能となる．本
稿 4 章で述べた通り，既存の衝撃力発生装置は，最大で
100 kg の物体を運動させているため，本装置が実現され
れば世界最大級の衝撃力発生装置となる．トンオーダー
となる大質量の負荷枠及び重錘の吊り下げや落下運動を
制御する機構と，重錘の運動を観察する計測システムを
実荷重式力標準機に導入することで，研究の初期段階で
は，力の大きさ 100 kN，周波数 100 Hz オーダー，不確
かさ 5 % 以内となる衝撃力発生装置への改良を計画して
いる．

6．おわりに

産業界における動的力標準と計測の需要，発生及び計
測技術を探り，他 NMI が取り組む動的力計測に関する
研究について調査した．大きさが時間変化する動的な力
は，自動車産業，航空産業，製鉄業，インフラ事業等を
中心に多様な産業においてニーズが高まっている．その
背景から，CMC の登録はブラジル INMETRO のみに限
定されるものの，多くの NMI が動的力の発生及び計測
装置の研究に着手している．本調査で得た情報や知見を
活かし，今後は NMIJ でも動的力の発生及び計測にかか
る研究を推進していく．
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器を挟むことで，力計による衝撃力の計測が可能である．
力計の表示値 F2 と F1 との重錘衝突直後のそれぞれの時
間変化を比較することで，力計の衝撃力に対する応答性
を校正することも可能である．PTB では，同様の原理
に基づき，100 kg の 2 つの重錘を用いて 250 kN までの
衝撃力計測装置が開発されている 40）．

同研究機関が発表した論文では，衝撃力計測の勧告，
ガイドラインの作成，文書規格の実現の兆候が見られ 
る 40）．本稿 3 章で述べた国内を中心とした産業界からの
ニーズだけでなく，動的力標準に関する国際的整合性確
保の観点からも，NMIJ が動的力標準の研究開発を進め
る重要性は高いといえる．

5．NMIJ が取り組む動的力の発生・計測技術

NMIJ では動的力標準の実現に向けた第一段階として，
動的力標準へのニーズが強まっている産業を意識した動
的力の発生技術と計測技術の開発に取り組む．具体的に
は，疲労試験における応力計測の高度化を念頭とした周
期的力の発生及び計測技術と，トラックの軸重量計測の
高度化を念頭とした衝撃力の発生及び計測技術の開発に
着手する．

図 13　衝撃力計測装置の概念図

表 2　�周期的力の標準供給が実施されている校正範囲と相対拡張
不確かさ

NMI 加振力 相対拡張不確かさ
（包含係数 k = 2）

PTB 10 kN 0 Hz から 700 Hz: 0.5 × 10-2

700 Hz から 1 kHz: 1.0 × 10-2

1 kHz から 2 kHz: 2.0 × 10-2

NIST 2 kN 100 Hz から 2 kHz: 2 × 10-2

INMETRO 100 N 50 Hz から 8 kHz: 2.0 × 10-2
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